
様式１

※１：各年度における利用者の延べ数を、各年度の開所日で除して算出すること。

※２：各年度における利用者の労働時間の合計を、各年度の利用者の延べ数で除して算出すること。

４　その他の収入の状況

令和２年度
(R2.4.1～R3.3.31)

10,000,000 800,000

・令和○年度は○○○の受託が増え、収入が増となったものの、○○○の購入等に伴う必要経費及び利用者賃金も増え、赤字となった。
・○○○が夏季に集中していることから、冬季における生産活動を新規開拓を図った。
・Ｒ○年度は、○○に係る請負契約を受託できる見通しがあり、○月から開始予定である。
　○○の販売単価を上げるため、高付加価値の手法を導入し、収支の改善を見込んでいる。

自立支援給付費
（円）

特定求職者
雇用開発助成金

（円）

・植栽管理、除草
・農作業
・食品加工

令和３年度
(R3.4.1～R4.3.31)

7,000,000 1,200,000 6,700,000 -900,000

令和２年度
(R2.4.1～R3.3.31)

6,000,000 1,000,000 6,300,000 -1,300,000

・植栽管理、除草
・農作業
・食品加工

経営改善計画書を提出ください

２　利用者が従事する生産活動に係る収支状況

（生産活動に係る収入から必要経費（利用者の賃金を含めない）を除いた額が、利用者の賃金総額以上となっているか）

①生産活動に
係る収入
(円）

②生産活動に
係る必要経費
（円）

主な生産活動
（就労事業）の内容

④＝（①－②）－③
（円）

③利用者の
賃金総額
（円）

令和２年度
(R2.4.1～R3.3.31)

10 7 4.8 有　 ・ 　無

令和３年度
(R3.4.1～R4.3.31)

10 7 4.8 有　 ・ 　無

提出日 令和○年○月○日

１　定員、１日の平均利用者数及び１日の平均労働時間等

定員
（人）

１日の平均利用者数
（人）※１

１日の平均労働時間
（時間）※２

担当者名 沖縄　太郎

利用者それぞれの
就労継続支援Ａ型計画

作成の有無

令和４年度就労継続支援Ａ型事業所の経営状況調査票（記入例）

法人名 株式会社○○○ 法人番号 ○○○○○○○○○○○○○

事業所名 就労継続支援事業所○○ 電話番号 012-456-7890

令和元年度
(R1.4.1～R2.3.31)

10,000,000 800,000

３　備考（２の収支状況についての分析、今後の事業展開等についての見通しなど）

事業所番号 ○○○○○○○ ＦＡＸ番号 012-456-7890

指定年月日 平成○年○月〇日 E-mail ○○○○@○○.○○



）

１　前年度、指定基準第192条第２項を満たすことができていない理由と具体的改善策
（詳細かつ具体的に記載すること）

２　前年度の事業内容及び改善計画期間を通じて実施する事業内容

(注)収入目標額は、「平均利用者数×平均労働時間×最低賃金額×平均利用日数×12か月」以上の額でなければならない。

５　改善計画期間の生産活動に係る事業の収入－生産活動に伴う必要経費（３－４）

６　改善計画期間の利用者の総賃金額の見込額 ７　指定基準第192条第２項に係る判定（５－６）

※「必要経費」は、利用者の賃金を含めないこと。

※その他、社会福祉法人会計基準又は就労支援事業会計基準に基づく会計書類等を添付すること。

指定基準第192条第２項不適

事業所代表者署名欄　　　　　　　　　　　　印

（積算根拠）
・植栽管理　○○件×○○円＝○○円
・農作業　　○○件×○○円＝○○円
・食品加工　○○件×○○円＝○○円

（積算根拠）
・植栽管理（消耗品、○○、○○等）　○○円
・農作業（消耗品、○○、○○等）　○○円
・食品加工（仕入れ、消耗品、○○等）　○○円

円9,843,000

2,500,000 円

7,343,000 円

（積算根拠）
・788円×10人×5時間×16日×12月＝7,564,800円

7,564,800 円 -221,800 円

４　改善計画期間を通じて達成する必要経費の見込額（１年間の額を記載）

（※）事業内容には、生産活動の内容、対象顧客、市場動向、競合相手の動向、改善後の事業内容に主に従事する者の数や
属性（どのような資格、経験等を持った者が担当するか等）について詳細に記載すること

３　改善計画期間を通じて達成する事業収入目標額（１年間の額を記載）

(未達成理由) (具体的改善策)

前年度の事業内容 改善計画期間を通じて実施する事業内容

0

事業所の設置主体 社会福祉法人・民間企業・NPO法人・その他 設立年月日 平成27年4月1日

3 その他

改善計画期間 令和３年４月１日　～　令和４年３月３１日とする

知的 2 精神職員数 5 定員 10 利用者数 10 （うち身体 4

事業所所在地 ○○市○丁目○番○号－１０５

連絡先 電話番号 098－○○○－○○○○ FAX番号 098－○○○－○○○○

別紙様式２－１

【指定就労継続支援Ａ型事業所　経営改善計画書】（記入例）

事業所名称 株式会社おきなわけん 代表者氏名 沖縄　花子



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計
就労支援事業収益

就労支援事業活動収益計
就労支援事業販売原価

期首製品（商品）棚卸高
当期就労支援事業製造原価
当期就労支援事業仕入高
期末製品（商品）棚卸高

就労支援事業販管費
就労支援事業活動費用計

就労支援事業活動増減差額

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計
就労支援事業収益

就労支援事業活動収益計
就労支援事業販売原価

期首製品（商品）棚卸高
当期就労支援事業製造原価
当期就労支援事業仕入高
期末製品（商品）棚卸高

就労支援事業販管費
就労支援事業活動費用計

就労支援事業活動増減差額

別紙様式２－２

経営改善計画期間中の具体的改善策と実施時期等(記入例)

改善項目 課題 実施期間 具体的な改善策

（計画期間中の見込額）

（注）経営改善を行う項目(例：営業体制の強化、経費削減、販路拡大等）を記載するとともに、課題を記載し、その課題に対応するための実施期間
と具体的な改善策をそれぞれ記載する。適宜欄は追加する。

収
益

費
用

支払い賃金総額

令和４年度
収
益

費
用

支払い賃金総額

（前年度実績）
令和３年度

別紙様式２－１の３と一致させてください。

別紙様式２－１の４と一致させてください。

別紙様式２－１の５と一致させてください。

別紙様式２－１の６と一致させてください。


